
特定非営利活動法人モチコマ

第 1車 総 則

(名 称)

第 1条 この法人は、特定非営利活動法人モチコマという。

(事務所)

第2条 この法人は、主たる事務所を東京都目黒区口場二丁目8番 9号 C棟 に口く.

(目 的)

第 3条 この法人は広く一般の若者を対象として、教養やアカデミックをテーマに多様な背

景をもった若者同士の交流を支援する事業を行い、将来的に日本社会に貢献する人

材を育成することで、若者の挑戦と創造性に溢れた日本社会の未来像の実現に寄与す

ることを目的とする。

(特定非営利活動の種類)

第4条 この法人は、前条の目的を達成するため、次の種類の特定非営利活動を行う。

(1)社会教育の推進を図る活動

(2)まちづくりの推進を図る活動

(3)学術、文化、芸術又はスポーツの振興を図る活動

(4)科学技術の振興を図る活動

(5)前各号に掲げる活動を行う団体の運営又は活動に関する連絡、助言又は援助の活動

(事業の種類)

第5条 この法人は、第 3条の目的を達成するため、特定非営利活動に係る事業として、次

の事業を行う。

(1)コ ミュニティスペースの運営及びその支援事業

(2)コ ミュニティ、共創に関する教育及び啓発活動

(3)科学技術イノベーション、人文社会科学、医療に関わる目査・教育事業

(4)その他目的を達成するために必要な事業

2 この法人は、次のその他の事業を行う.

(1)コ ミュニティ事業の設立及び経営に関するコンサルティング事業

(2)図書・グッズの販売等の事業

3 前項に掲げる事業は、第 1項に掲げる事業に支障がない限り行うものとし、その利益

は、第 1項に掲げる事業に充てるものとする。



第2章 会員

(種 別)

第 6条 この法人の会員は、次の2種とし、正会員をもって特定非営利活動促進法 (以下

「法」という。)上の社員とする。

(1)正会員 この法人の目的に贅同して入会した個人及び団体

(2)贅助会員 この法人の目的に贅同じ賛助するために入会した個人及び団体

(入 会)

第 7条 会員の入会について、特に条件は定めない。

2 会員として入会しようとするものは、理事長が別に定める入会申込書により、理事長

に申し込むものとする。

3 理事長は、前項の申し込みがあったとき、正当な理由がない限り、入会を目めなけれ

ばならない。

4 理事長は、第 2項のものの入会を認めないときは、速やかに、理由を付した書面を

もって本人にその旨を通知しなければならない。

(入会金及び会費)

第 8条 会員は、理事会において別に定める入会金及び会費を納入しなければならない。

(会員の資格の喪失)

第9条 会員が次の各号の一に該当する場合には、その資格を喪失する。

(1)退会届の提出をしたとき.

(2)本人が死亡し、若しくは失踪宣告を受け、又は会員である団体が消滅したとき。

(3)継続して2年以上会費を滞納したとき。

(4)除名されたとき。

(退 社)

第10条 会員は、退社の意思を理事に表明して、任意に退会することができる。

(除 名)

第11条 会員が次の各号の一に該当する場合には、理事会の議決により、これを除名する

ことができる.

(1)こ の定欺に違反したとき。

(2)こ の法人の名誉を傷つけ、又は目的に反する行為をしたとき。

2 前項の規定により会員を除名しようとする場合は、議決の前に当議会員に弁明の機会

を与えなければならない.

(種別及び定数)

第3章 役 員



第12条 この法人に、次の役員を置く。

(1)理事 3人以上 7入以内

(2)監事 1人以上 2人以内

2 理事のうち 1人を理事長とし、 1人以上 2人以内を副理事長とする.



(選任等)

第13条 理事及び監事は、理事会において選任する。

2 理事長及び副理事長は、理事会において理事の中から選任する。

3 役員のうちには、それぞれの役員について、その配偶者若しくは3親等以内の親族が

1人を超えて含まれ、又は当該役員並びにその配偶者及び3親等以内の親族が役員の総

数の3分の 1を超えて含まれることになってはならない。

4 法第20条各号のいずれかに該当する者は、この法人の役員になることができない。

5 監事は、理事又はこの法人の職員を兼ねてはならない.

(職 務)

第14条 理事長は、この法人を代表し、その業務を総理する。

2 理事長以外の理事は、法人の業務について、この法人を代表しない.

3 副理事長は、理事長を補佐し、理事長に事故があるとき又は理事長が欠けたときは、

理事長があらかじめ指名した順序によって、その職務を代行する。

4 理事は、理事会を構成し、この定歌の定め及び総会又は理事会の議決に基づき、この

法人の業務を執行する。

5 監事は、次に掲げる職務を行う。

(1)理事の業務執行の状況を監査すること。

(2)こ の法人の財産の状況を監査すること。

(3)前 2号の規定による監査の結果、この法人の業務又は財産に関し不正の行為又は法

令若しくは定歌に違反する重大な事実があることを発見した場合には、これを総会又

は所轄庁に報告すること。

(4)前号の報告をするために必要がある場合には、総会を招集すること。

(5)理事の業務執行の状況又はこの法人の財産の状況について、理事に意見を述べるこ

と.

(任期等)

第15条 役員の任期は、 2年とする.ただし、再任を妨げない.

2 補欠のため、又は増員により就任した役員の任期は、それぞれの前任者又は現任者の

任期の残存期間とする。

3 役員は、辞任又は任期満了後においても、後任者が就任するまでは、その職務を行わ

なければならない。

(欠員補充)

第16条 理事又は監事のうち、その定数の3分の 1を超える者が欠けたときは、運滞なく

これを補充しなければならない。

(解 任)

第17条 役員が次の各号の一に該当する場合には、総会の目決により、これを解任するこ

とができる。



(1)心身の故障のため、職務の進行に増えないと認められるとき。

(2)職務上の義務連反その他役員としてふさわしくない行為があったとき。

2 前項の規定により役員を解任しようとする場合は、1議決の前に当該役員に弁明の機会

を与えなければならない.



(報酬等)

第18条 役員は、その総数の3分の1以下の範囲内で報酬を受けることができる。

2 役員には、その職務を執行するために要した費用を弁償することができる.

3 前2項に関し必要な事項は、総会の臓決を経て、理事長が別に定める.

第4章 会 議

(種 別)

第19条 この法人の会議は、総会及び理事会の2種とする。

2 総会は、通常総会及び臨時総会とする。

(総会の構成)

第20条 総会は、正会員をもって構成する。

(総会の権能)

第21条 総会は、以下の事項について議決する。

(1)定軟の変更

(2)解散

(3)合併

(4)事業報告及び決算

(5)その他運営に関する重要事項

(総会の開催)

第22条 通常総会は、毎年1回開催する。

2 臨時総会は、次に掲げる場合に開催する。

(1)理事会が必要と認め、招集の■求をしたとき。

(2)正会員総数の5分の1以上から会議の目的を日載した書面により招集の請求があっ

たとき。

(3)監事が第14条第5項第4号の規定に基づいて招集するとき。

(総会の招集)

第23条 総会は、前条第2項第3号の場合を除いて、理事長が招集する。

2 理事長は、前条第2項第1号及び第2号の規定による請求があったときは、その日か

ら30日以内に臨時総会を招集しなければならない。

3 総会を招集するときには、会■の日時、場所、目的及び審議事項を記載した書面又は

電磁的方法により、開催の日の少なくとも5日前までに通知しなければならない。



(総会の議長)

第24条 総会の議長は、その構会に出席した正会員の中から選出する。

(総会の定足数)

第25条 総会は、正会員総数の3分の 1以上の出席がなければ開会することはできない。

(総会の議決)

第26条 総会における議決事項は、第23条第3項の規定によってあらかじめ通知した事項

とする。ただし、緊急の場合については総会出席者の2分の1以上の同意により議題

とすることができる。

2 総会の議事は、この定軟に規定するもののほか、出席した正会員の過半数をもって決

し、可否同数のときは、日長の決するところによる。

3 理事又は正会員が、総会の目的である事項について提案した場合において、正会員全

員が書面又は電磁的記録により同意の意思表示をしたときは、当該提案を可決する旨の

正会員総会の決議があったものとみなす。

(総会での表決権等)

第27条 各正会員の表決権は、平等なものとする。

2 やむを得ない理由により総会に出席できない正会員は、あらかじめ通知された事項に

ついて書面若しくは電磁的方法をもって表決し、又は他の正会員を代理人として表決を

委任することができる。

3 前項の規定により表決した正会員は、前 2条及び次条第 1項の遭用については、総会

に出席したものとみなす。

4 総会の議決について、特別の利害関係を有する正会員は、その議事の議決に加わるこ

とができない。

(総会の議事録)

第28条 総会の議事については、次の事項を記載した議事録を作成しなければならない。

(1)日 時及び場所

(2)正会員総数及び出席者数 (書面若しくは電磁的方法による表決者又は表決委任者が

ある場合にあっては、その数を付記すること。)

(3)審議事項

(4)議事の経過の概要及び議決の結果

(5)議事録署名人の選任に関する事項

2 議事録には、議長及び総会において選任された議事録署名人 2人が、記名押印又は署

名しなければならない。

3 前 2項の規定にかかわらず、正会員全員が書面又は電磁的記録による同意の意思表示

をしたことにより、総会の決議があったとみなされた場合においては、次の事項を記載

した議事録を作成しなければならない。

(1)総会の決議があったものとみなされた事項の内容



(2)前号の事項の提案をした者の氏名又は名称

(3)総会の決餞があったものとみなされた日及び正会員総数

(4議事録の作成に係る職務を行った者の氏名

(理事会の構成)

第29条 理事会は、理事をもって構成する。

(理事会の権能)

第30条 理事会は、この定款に別に定める事項のほか、次の事項を議決する。

(1)総会に付議すべき事項

(2)総会の議決した事項の執行に関する事項

(3)会員の除名

(4)事業計画及び予算並びにその変更

(5)役員の選任及び解任

6)役員の職務及び報酬

7)入会金及び会費の額

(8)資産の管理の方法

(9)借入金 (その事業年度内の収益をもって償還する短期借入金を除く.第47条におい

て同じ。)その他新たな義務の負担及び権利の放棄

(10)解散における残余財産の帰属

(11)事務局の組織及び運営

(12)その他総会の議決を要しない業務の執行に関する事項

(理事会の開催)

第31条 理事会は、次に掲げる場合に開催する。

(1)理事長が必要と認めたとき.

(2)理事総数の2分の 1以上から理事会の目的である事項を記載した書面により招集の

請求があったとき。

(3)第 14条第 5項第 5号の規定により、監事から招集の購求があったとき.

(理事会の招集)

第32条 理事会は、理事長が招集する。

2 理事長は、前条第 2号及び第 3号の規定による晴求があったときは、その日から14

日以内に理事会を招集しなければならない。

3 理事会を招集するときは、会議の日時、場所、目的及び審議事項を記載した書面又は

電磁的方法により、開催の日の少なくとも5日前までに通知しなければならない.

(理事会の議長)

第33条 理事会の議長は、理事長若しくは理事長が指名した者がこれにあたる。



(理事会の議決)

第〔И条 理事会における議決事項は、第32条第3項の規定によってあらかじめ通知した事

項とする。

2 理事会の議事は、理事総数の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決する

ところによる。

3 理事が理事会の目的である事項について提案した場合において、理事全員が書面又は

電磁的記録により同意の意思表示をしたときは、当該提案を可決する旨の理事会の決議

があったものとみなす。

(理事会での表決権等)

第35条 各理事の表決相は、平等なものとする。

2 やむを得ない理由のため理事会に出席できない理事は、あらかじめ通知された事項に

ついて書面又は電磁的方法をもって表決することができる。

3 前項の規定により表決した理事は、前条及び次条第 1項の適用については、理事会に

出席したものとみなす。

4 理事会の議決について、特別の利害関係を有する理事は、その議事の議決に加わるこ

とができないe

(理事会の議事録)

第36条 理事会の議事については、次の事項を記載した議事録を作成しなければならな

い。

(1)日 時及び場所

(2)理事総数、出席者数及び出席者氏名 (書面表決者にあっては、その旨を付記するこ

と。)

(3)審議事項

(■ 議事の経過の概要及び議決の結果

(5)議事録署名人の選任に関する事項

2 議事録には、議長及びその会議において選任された議事録署名人 2人が配名押

印又は署名しなければならない。

3 前 2項の規定に関わらず、理事全員が書面又は電磁的記録により同意の意思表示をした

ことにより、理事会の決議があったとみなされた場合においては、次の事項を記載し

た議事録を作成しなければならない。

(1)理事会の決議があったものとみなされた事項の内容

(2)前号の事項を提案した者の氏名又は名称

(3)理事会の決議があったものとみなされた日

(4)議事録の作成に係る職務を行った者の氏名

(資産の構成)

第 5章 資 産



第37条 この法人の資産は、次の各号に掲げるものをもって構成する.

(1)設立当初の財産目録に記載された資産

(2)入会金及び会費

(3)寄附金品

(4)財産から生じる収益

(5)事業に伴う収益

(6)その他の収益

(資産の区分)

第38条 この法人の責産は、特定非営利活動に係る事業に関する責産、その他の事業に関

する資産の2種とする。

(資産の管理)

第39条 この法人の資産は、理事長が管理し、その方法は、理事会の議決を経て、理事長

が別に定める。

第6章 会 計

(会計の原則)

第4)条 この法人の会計は、法第27条各号に掲げる原則に従って行わなければならない。

(会計の区分)

第41条 この法人の会計は、特定非営利活動に係る事業会計、その他の事業会計の2種と

する。

(事業年度)

第42条 この法人の事業年度は、毎年4月 1日 に始まり、翌年3月 31日 に終わる。

(事業計画及び予算)

第43条 この法人の事業計画及びこれに伴う予算は、毎事業年度、理事長が作成し、理事

会の議決を経なければならない.

(暫定予算)

第4“薇 前条の規定にかかわらず、やむを得ない理由により予算が成立しないときは、理事

長は、理事会の議決を経て、予算成立の日まで前事業年度の予算に準じ収益費用を講

じることができる.

2 前項の収益費用は、新たに成立した予算の収益費用とみなす。

(予算の追加及び更正)

第45条 予算成立後にやむを得ない事由が生じたときは、理事会の議決を経て、既定予算

の追加又は更正をすることができる。



(事業報告及び決算)

第46条 この法人の事業報告書、活動計算書、賞借対照表及び財産目録等決算に関する書

類は、毎事業年度終了後、遠やかに、理事長が作成し、監事の監査を受け、総会の議

決を経なければならない。

2 決算上剰余金を生じたときは、次事業年度に繰り越すものとする。

(臨機の措置)

第47条 予算をもって定めるもののほか、借入金の借入れその他新たな義務の負担をし、
又は権利の放棄をしようとするときは、理事会の議決を経なければならない。

第7章 定歌の変更、解散及び合併

(定軟の変更)

第43条 この法人が定歌を変更しようとするときは、繊会に出席した正会員の4分の3以

上の多数による議決を経、かつ、法第25条第 3項に規定する以下の事項の変更につ

いては、所轄庁の認証を得なければならない。

(1)目的

(2)名称

(3)その行う特定非営利渇仰の種類及び当族特定非営利活動に係る事業の種類

(o 主たる事務所及びそのほかの事務所の所在地 (所轄庁の変更を伴うものに限る)

(5)社員の資格の得喪に関する事項

(6)役員に関する事項 (役員の定数に係るものを除く)

(7)会議に関する事項

(8)その他の事業を行う場合には、その種類その他当骸その他の事業に関する事 項

(9)解散に関する事項 (残余財産の貴族すべき者に係るものに限る)

(10)定款の変更に関する事項

2 この法人の定軟を変更 (前項の規定により所轄庁の日証を得なければならない事項を

除く。)したときは、所轄庁に届け出なければならない。

(解 散)

第49条 この法人は、次に掲げる事由により解散する。

(1)総会の決議

(2)目 的とする特定非営利活動に係る事業の成功の不能

(3)正会員の欠亡

(o合併

(5)破産手続開始の決定

(6)所轄庁による設立の日肛の取消し

2 前項第 1号の事由によりこの法人が解散するときは、出席した正会員の3分の2以上



の議決を経なければならない。

3 第1項第2号の事由によりこの法人が解散するときは、所轄庁の認定を得なければな

らない。

(残余財産の帰属)

第50条 この法人が解散 (合併又は破産手続開始の決定による解散を除く。)したときに残

存する財産は、法第11条第 3項に掲げる者のうち、総会において議決したものに霞

渡するものとする。

(合 併)

第51条 この法人が合併しようとするときは、総会において出席した正会員の3分の2以

上の議決を経、かつ、所轄庁の日証を得なければならない。



第8章 公告の方法
(公告の方法)

第52条 この法人の公告は、この法人の掲示場に掲示するとともに、官報に掲載して行

う。ただし、法第28条の2第 1項に規定する賞借対照表の公告については、この内

閣府NPO法人ポータルサイト (法人入力情報欄)において行う。

第9章 事務局

(事務局の設置)

第53条 この法人に、この法人の事務を処理するため、事務局を設置することができる。

2 事務局には、事務局長及び必要な職員を置くことができる。

(職員の任免)

第54条 事務局長及び職員の任免は、理事長が行う。

(組織及び運営)

第55条 事務局の組織及び運営に関し必要な事項は、理事会の議決を経て、理事長力甥uに

定める。

第10章 雑 則

(細 則)

第56条 この定歌の施行について必要な細則は、理事会の日決を経て、理事長がこれを定

める。

附 則

1 この定歌は、この法人の成立の日から施行する.

2 この法人の設立当初の役員は、次のとおりとする。

理事長     奈須野  文 槻

副理事長    松 井  拓 海

理 事     下薗  創太

監 事     鬼 澤  綾

3 この法人の設立当初の役員の任期は、第15条第 1項の規定にかかわらず、この法人の成

立の日から令和 7年 6月 30日 までとする。

4 この法人の設立当初の事業年度は、第42条の規定にかかわら嗅 この法人の成立の日か

ら令和 7年 3月 31日 までとする。

5 この法人の設立当初の事業計画及び予算は、第43条の規定にかかわらず、設立総会の定

めるところによる.

6 この法人の設立当初の入会金及び会費は、第 8条の規定にかかわらず、次に掲げる額と



する。

(1)入会金 正会員 (個人・団体)

(2)年会費 正会員 (個人・団体)

賛助会員 (個人・団体)

賛助会員 (個人・団体)

0円

0円

0円

0円

(1口以上)



書式第 1号 (法第 10条 。第23条関係)

設立・役員変更用

役 員 名 簿 (饉名鍛 確 員のうち報職 受け‐ の額 )

特定非営利活動法人____=二ニヨ塁L____

1 確認事項 (法第20条及び第21条を確認の上、チェックを入れてください。)

日以下の役員には、欠格事由者が含まれません。(法第20条関係)

ぼ各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第21条関係)

2 役員一覧

(フ リガナ)
報酬の有無
(どちらかにO)

役職名等役名
(どちらかにO〕

氏名

ナスノ フツキ
無 理事長

⌒

Qり辟
奈須野 文槻

マツイ タクミ
有 副理事長

，

一
監事

松井 拓海

シモゾノソウタ
有3

⌒

Cり鵬
下菫 創太

オニザワ リョウ
有①4 理事 顔ヽ

V
鬼澤 綾

有・無”
０ 理事・監事

有 。無＾
ｂ 理事・臨事

有 。無フ

・
理事・監事

有・無8 理事・監事

Ｑ

） 理事・監事 有・無

有 。無10 理事・監事

■
■



書式第8号 (法第 10条 。第25条関係)

設立・定款変更用

2024  年度       事業計画書

特定非営利活動法人___二 五ユヱ___
1 事業実施の方針

初年度は202″口月から、教養やアカデミックをテーマに、多様な背景を持つ著者がお互いに学び
合い刺激を受ける機会を提供することを目指し、①多様な分野の理解を深めるための講座の主催、②コ
ミュニティスペース運営の支援事業に重点を置く。
①については、教養、科学技術、人文社会科学、医療など幅広い分野に関する購演を通じて、若者の

知日と理解を深めるとともに、社会貢献の意臓を高めていく。
②については、学術的な餞論や創造的な活動が行える場を求めているコミュニティスペースの運営者

に対して、コミュニティや共創に関する専門知臓を活かした助言を通して支援する。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業■の構費用 【 慇0  】千円 )

(2)その他の事業 の総費用 0 】千円)

足駅にE職
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

愛蚕
対象者
範囲

受蚕
対象者
人数

7詢

コミュニティ
スペースの

豪及
びその運

1支

コミュニティスペースの

慧蔓懸闘喜F里暮国1滲雪
ミュニティースペース運
営の支援を行う。

削隼
日曜日

法人事
務所

2ノに
x4回

当iスコミュ
ニティス
ペースの利
用者および
今後利用し
うる若者

500人 240

コミュニ
ティ、共創に
関する教育及
び啓発活動

現在手びを深める過程に
ある若者がさらに多様な
分野の理解を深める講座
を開催する。

削笙
日曜日

法人事
務所

2人
×4回

関東日の宇
生、コミュ
ニティス
ペースに関
わる若者

20人
x4回

240

科宇技術イノ
ペーション、
人文社会科
学、医療に関
わる日査・教
育事業

専門的な
ミックな

教曇、アカ
知見に対し
となって新

ア

て若
しい者が

視点
査、

中心
を提供するための調
敦青事業を行う。

次
り
定

年層よ
実施予 0

従事者
人数 7需

定駅に配ロ
された
事業名

事業内容 日時 場所

コミュニティ
事業の設立及
び経営に関す
るコンサル
テイング事業

を
に
用
決

阪
韓

‐
を活
鵬

定
。

が
イ
朧
同
予

ト
テ
知

施ヽ

ン
ニ
円
解
実

ア

ユ
専
理
り

イ
ミ

ヽ
い
よ

ラ
コ
を
良
度

ク
る
題
り
年

予定、あるいは経営す
おいて発生 している同
して考察し、間目のよ
のため助言をする.次

よ
予

次
り
定

反
施

年
実 ｎ

）

。
売

書
販

図
の
業

ズ
事

ツ
の

グ
等

法人の活動内容に関連する図書、活動に関連
するグッズを販売する。次年度より実施予定
である。

次年度よ
り実施予
定

ｎ

ｖ

t_L超



書式第8号 (法第 10条 。第25条関係)

設立 B定款変更用

2025   1年度 事業計画書

特定非営利活動法人___」國匡憂こ___
1 事業実施の方針

初年度は202″肇月から、教養やアカデミックをテーマに、多様な背景を持つ若者がお互いに学び
合い刺激を受ける機会を提供することを目指し、①多様な分野の理解を深めるための講座の主催、②コ
ミュニティスペース運営の支援事業に重点を置く。
①については、教養、科学技術、人文社会科学、医療など幅広い分野に関する講演を通じて、若者の

知識と理解を深めるとともに、社会貢献の意識を高めていく.

②については、学術的な議論や創造的な活動が行える場を求めているコミュニティスペースの運営者
に対して、コミュニティや共創に関する専門知出を活かした助言を通して支援する.

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業貴の総費用 【 630  】千円 )

(2)その他の事業 (事業費の総費用 【 120 】千円)

足駅に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

支盃

対象者
範囲

贄盃
対象者
人数

事業員
(千円)

コミュニティ
スペースの運
営及びその支
援

コミュニテ
運営に関す
必要な助言
ミュニティ
営の支援を

ィスペースの
る問題解決に
、及び当該コ
ースペース運
行う。

削隼
日曜日

法人事
務所

2人
x4回

当該コミュ
ニティス
ペースの利
用者および
今後利用 し
うる若者

500人 240

コミュニ
ティ、共創に
関する教育及
び啓発活動

現在字びを深める過程に
ある若者がさらに多様な
分野の理解を深める講座
を開催する。

削窯
日曜日

法人事
務所

2ノに
x4回

関東日の字
生、コミュ
ニティス
ペースに関
わる若者

20人
x4回

240

科学技術イノ
ベーション、
人文社会科
学、医療に関
わる調査・教
育事業

専門的な教養、アカ
ミックな知見に対し
者が中心となって新
視点を提供するため
査、教育事業を行う

ア

て若
しい
の日

20251「4

月～同年
2月

法人事
務所、
あるい
はイン
ター
ネット

2人

学びを深め
る過程にあ
る若者、教
育及び学術
研究関係者

mO人 150

足駅に記取
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数 7喬

コミュニティ
事業の設立及
び経営に関す
るコンサル
テイング事業

クライアント
るコミュニテ
題を、専門知
り良い理解、

が設立を予定、ある
ィ事業において発生
機を活用して考察し
問題解決のため助言

いは経営す
している間
、問題のよ
をする。

随 時

法人事務
所、ある
いはイン
ターネッ
ト

2人 100

図書・
の販売
さL
ヨ
「

グッズ
等の事

法人の活動内容に関連する図書、活動に関連
するグッズを販売する。

随 時

法人事務
所、ある
いはイン
ターネッ
ト

2人 20
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書式第6号 (法第 10条口係)

設立用

特定非営利活動法人モチコマ 設立趣旨書

[背景と!剛□
かつて若者が中心となる教養を重視するコミュニティを通じて新しい知識や、芸術作品、社会の変革

が数多く提案され、そして現代社会を作ってきました.しかしながら、学生寮の減少や大学の就職重点

化などを背景に現代においてはそういった若者の多様性を伴うアカデミックな知的交流の場はなくな

り、さらに近年では新型コ回ナウイルス感染症の影口や若者の貧困の影書もあり若者が中心となって活

日できるようなコミュニティ、そしてそれの拠点となるコミュニティスペースは危機的状況にあります。

[近年の問題]

将来社会の持続可能性に貢献するような事業や新しい価値観の創造の中心は若者のコミュニティであ

ることが、近年しばしば指摘されています.しかし、現代日本においては次世代を担うはずの若者たち

の活動やコミュニティが重要であることがコ解されながらも、先述のようにそれを支える環境は十分で

あるとは言えません。ソーシャルメディア等が生まれつつも若者同士の直接の繋がりとコミュニケー

ションは希薄になり、多様性の重要性が理解されつつも垣根を超えた交流は実現されにくくなっていま

す。加えて就職活動の早期化や就職活動における学術及び研究活動の軽視、学術分野の複雑化と人文社

会学系の社会経済地位の低下によって若者が挑戦をすることは難しくなりつつあります.

[め ざす姿〕
我々は以下のような形でこの課題を解決し、教養やアカデミックをテーマに、多様な背景をもった若

者同士の交流できる環境を実現し、将来的に日本社会に■献する人材を育成したいと考えています。1点

目に若者の交流と学習を目標にしたコミュニティスペースの運営及びその支援.2点目に若者を対象とし

たコミュニティ、共創に関する教育及び啓発活動の実施。3点目に若者が今後の将来社会を構想する上で

基盤となる科学技術イノベーション、人文社会科学、医療に関わる日査・教育の提供.

隔 動実測
我々は任意団体としてコミュニティスペース事業「KOMAD」 を2017年 に開始し、以来若者が活用で

きる環境づくり及び教育活動に従事して参りました。これまで年複数回のワークショップや大学教員に

よる講座を行ってきました。2020年以降は新型コロナウイルス感染症で繋がりが希薄になってしまった

若者に対して上配に加えた交流の場をオンライン及びオフラインで提供して参りました.

[特定非営利法人設立に至る経緯]

今回、特定非営利活動法人として申請するに至ったのは、若者、とりわけ学生を中心として運営され

ている事業により継続性を持たせるためです.さ らに特定非営利法人としての社会的信用を得た上で、

利目的ではないことを強目することで若者の教育やコミュニティの支援という理念に共感してくだきる

外部の支援者、支援組織と提携することで新たな試みを実施しやすい環境を整えるためです。

[申請に至る経過]

2017年4月 有志によってコミュニティスペース事業『KOMAD」 開始

2023年 6月 合同会社モチコマ 設立

202Z疇:2月 特定非営利法人モチコマの設立を有志で確認
202“疇二3月 特定非営利法人モチコマの設立総会開催

令和6年  3月  23日

設立代表者

氏名 奈須野 文槻




